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１. ガイドラインの背景と目的 

（１）ガイドライン作成の背景 

令和 3 年 5 月 25 日、「無電柱化の推進に関する法律（平成 28 年法律第 112 号。以下、「無電柱化

法」という。）」第 7 条に基づき、平成 30 年 4 月策定の前計画に代わる新たな「無電柱化推進計画」

（以下、新たな計画を「本計画」という。）が策定されました。 

本計画では、「脱・電柱社会」を目指すため、徹底したコスト縮減や事業の更なるスピードアップ

に加え、「新設電柱を増やさない」という取組姿勢とともに、道路事業や市街地開発事業等の実施に

際し、関係者が連携して無電柱化を進めるべきことが明記され、そのための方策の一つとして、「市

街地開発事業等について、円滑な合意形成プロセスやコスト縮減方策を検討し、地方公共団体への普

及を図る」ことが記載されました。 

本ガイドラインは、この地方公共団体への普及活動の一環として作成しています。 

 

 

 

（２）ガイドラインの目的と使い方 

本ガイドラインは、地方公共団体で市街地開発事業を担当される方（地方公共団体施行の土地区画

整理事業や市街地再開発事業等を担当される方や、組合等施行事業について施行者への指導・助言を

行っている方）が、初めて無電柱化に取り組む際に参考としていただくことを目的として、基礎的な

情報を整理したものです。 

具体的には、以下のような内容を収録しています。 

 

●無電柱化の基礎情報             ・・・ 

●新設電柱の抑制にかかる法令及び関係通知   ・・・ 

●市街地開発事業等における無電柱化の実績と課題・・・ 

●市街地開発事業等における無電柱化の留意点  ・・・ 

●無電柱化費用のケーススタディ        ・・・ 

●関係者間の合意形成における留意点      ・・・ 

●事例地区の紹介               ・・・ 

 

上記のような基礎的な情報を踏まえつつ、実際の無電柱化事業を進めるにあたって必要となる関

係通知や技術マニュアル等については、巻末に収録している参考資料のほか、国土交通省や各地方整

備局等のウェブサイト等をご参照ください。 

 

 

 

 

（参考 URL）無電柱化推進計画 

https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/chi_21.html 

（参考 URL）国土交通省ウェブサイト「無電柱化の推進」 

https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/index.html 

 

▶P3 参照 

▶P8 参照 

 ▶P16 参照 

 ▶P21 参照 

 ▶P28 参照 

 ▶P40 参照 

 ▶P49 参照 

 

https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/chi_21.html
https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/index.html
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  【無電柱化推進計画（令和 3 年 5 月策定）の概要】 
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（１）無電柱化の構造 

無電柱化の整備手法は、「地中化」と「地中化以外」に大別されます。 

  

【地中化による無電柱化】 

・ 管路構造…ケーブルを収容する管路と分岐器等を収容する特殊部により地中化する方式 

・ 小型ボックス構造…管路の代わりに小型化したボックス内に複数のケーブルを収容し埋

設する方式 

・ 直接埋設構造…ケーブルを地中に直接埋設する方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２. 無電柱化の基礎情報 

図 地中化による無電柱化のイメージ図（一般的な管路構造） 

図 地中化による無電柱化のイメージ図 

（直接埋設構造） 

図 地中化による無電柱化のイメージ図 

（小型ボックス構造） 

出典：国土交通省中部地方整備局ホームページ「無電柱化の推進」より  
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【地中化以外の無電柱化】 

・ 裏配線…表通りの無電柱化を行うため、裏通り等へ電柱、電線等を移設する方式 

・ 軒下配線…建物の軒等を活用して電線類の配線を行う方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地中化による無電柱化の構造形式としては、電力や通信のケーブルをまとめて地下に収容する管

路構造が一般的であり、ケーブルを収容する管路と、分岐器等を収容する特殊部で構成されます。 

電気を高圧から低圧に変換する変圧器は、地上機器として特殊部の上に設置されるのが一般的で

すが、地上機器の置き場が確保できない場合には柱状式機器※１が採用されることもあります。 

低圧に変圧された電気や通信のケーブルは、分岐器から引込部を通り、沿道の各施設に引き込まれ

ます。 

なお、地中化による無電柱化においては、管路の浅層埋設のほか、小型ボックス活用や直接埋設等

の低コスト手法の活用についても普及が推奨されています。 

 

 

 

※１ 柱状式機器：電線管理者が通常上空に設置する電線の分岐、電圧の変換等の機器に比べ、小型等で景観の整備

に配慮した形状の機器を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地中化以外の無電柱化のイメージ図 

（裏配線） 

図 地中化以外の無電柱化のイメージ図 

（軒下配線） 

（参考 URL）道路の無電柱化低コスト手法導入の手引き 

https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/tebiki2.html 

 

出典：国土交通省中部地方整備局ホームページ「無電柱化の推進」より  

←柱状式機器 

出典：東京都電線共同溝マニュアル 参考資料【狭あい道路編】より  

写真 柱状式機器の事例(東京都文京区) 

https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/tebiki2.html


 

5 

 

（２）事業手法（費用負担） 

地中化による無電柱化を行う場合、同じ設備形式であっても、整備主体によって事業手法の名称が

変わります。 

・ 電線共同溝方式…電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成 7年法律第 39 号。以

下、「電線共同溝法」という。）に基づき、道路管理者が電線共同溝を整備し、電線管理者

（二者以上）が電線、地上機器を整備する方式。 

・ 自治体管路方式…管路設備を地方公共団体が整備し、残りを電線管理者が整備する方式。 

・ 要請者負担方式…要請者が整備する方式。 

・ 単独地中化方式…電線管理者が整備する方式。 

以上の事業手法により無電柱化を実施する場合の費用については、それぞれの整備主体の負担と

されています。 

（３）電線共同溝方式の一般的な費用 

電線共同溝方式の一般的な費用は、5.3 億円/km（うち電線共同溝本体が約 3.5 億円/km、地上機

器・電線等が 1.8 億円/km）と言われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このうち、電線共同溝本体部分約 3.5 億円の内訳は、 

・ 管路部敷設工 約 0.9 億円/km 

・ 特殊部敷設工 約 1.0 億円/km 

・ その他（設計・土工・舗装・支障移転・引込管など） 約 1.6 億円/km 

また、地上機器・電線等部分約 1.8 億円の内訳は、 

・ 電力 約 1.6 億円/km 

・ 通信 約 0.2 億円/km 

図 電線共同溝方式の一般的な費用の内訳のイメージ図 
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とされていますが、これらの数字は、既成市街地における既設電柱の埋設を想定して一定の条件設定

のもとで積算された、いわば仮想の数字であり、実際の費用は地区の状況等によって大きく変化しま

す。なお、上記は道路の片側に敷設する場合の単価であり、道路の両側に敷設する場合の道路延長あ

たりの単価は約二倍となることに留意が必要です。 

 

 

費用負担については、事業手法が電線共同溝方式である場合、電線共同溝本体の整備費用（建設負

担金を除く。）は道路管理者が負担し、地上機器・電線等の整備や建設負担金は電線管理者が負担す

ることから、負担の割合は概ね、道路管理者が約 2/3、電線管理者が約 1/3 とされています。 

一方、事業手法が要請者負担方式の場合、これまでは全額を要請者が負担することとされてきまし

たが、一般送配電事業者の約款改定により、一部運用が変更されました。この点については第５章を

ご参照ください。

（参考）道路種別による地上機器の設置パターンは、P7 参照 

【管路構造のイメージ】 

出典：国土交通省ホームページ「無電柱化の推進」より  
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【道路種別による地上機器の設置パターン】 

歩道 車道 歩道 

地上 
機器 

【低コスト手法の普及】 

歩道 車道 

歩道 

歩道 

車道 

地上 
機器 

地上 
機器 

地上 
機器 

①両側歩道に地上機器を両側設置 
 …一般的な整備の例 

②両側歩道に地上機器を片側設置 
…市街地開発事業区域側だけ整備した例 

③片側歩道に地上機器を設置 
 …市街地開発事業区域内の区画道路の整備した例 

←市街地開発事業区域 
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３. 新設電柱の抑制にかかる法令及び関係通知 

（１）無電柱化法第 12 条前段に基づく新設電柱の抑制 

電線類の地中化や裏配線、軒下配線等により電柱を立てないようにするいわゆる「無電柱化」は、

防災性の向上、安全性・快適性の確保、良好な景観等の観点から有効とされ、ロンドン・パリなどの

ヨーロッパの主要都市や香港・シンガポールなどのアジアの主要都市ではすでに概成し、電柱や電線

に遮られない空は当たり前の風景になっています。 

 日本の各都市の無電柱化率は、数字の上では未だそれらに比肩するような状況ではありませんが、

昭和 60年代からの累次の無電柱化推進計画に基づく関係主体の取組や、低コスト手法の普及等によ

り、三大都市圏を中心に次第に進んできています。 

 そうした状況を後押しするため、平成 28年 12 月に無電柱化法が施行され、第 12条の前段におい

て、「関係事業者（道路上の電柱又は電線の設置及び管理を行う事業者）は、道路事業や市街地開発

事業等が実施される場合には、これらの事業の状況を踏まえつつ、電柱または電線を道路上に新たに

設置しないようにする」旨が規定されました。 

ここで、道路事業と並んで規定されている「市街地開発事業」とは、都市計画法（昭和 43年法律

第 100 号）第 4 条第 7 項に規定される以下の７つの事業を指します。 

・ 土地区画整理事業 

・ 新住宅市街地開発事業 

・ 工業団地造成事業 

・ 市街地再開発事業 

・ 新都市基盤整備事業 

・ 住宅街区整備事業 

・ 防災街区整備事業 

一方、「その他これらに類する事業」については、無電柱化法上の定義はありませんが、後述の国

土交通省道路局の通達「道路法施行規則第 4 条の 4 の 2 の改正に伴う電線の占用の場所に関する技

術的細目の取扱いについて」において、住宅市街地総合整備事業における道路を整備する事業、都市

計画法第 29 条の許可を受けて行う同法第 4 条第 12 項に規定する開発行為等により道路を整備する

事業等が列挙されています。 

以上を踏まえ、本ガイドラインでは、土地区画整理事業や市街地再開発事業など、都市計画法第 4

条第 7 項に規定される以下の７つの事業を「市街地開発事業」と称し、開発許可を受けた道路整備事

業など、「その他これらに類する事業」を含む場合については「市街地開発事業等」と称します。 

 

（２）道路法施行規則改正と道路局発出の関係通知 

 無電柱化法第 12 条前段の規定の実効性を確保するため、平成 31 年 4 月 1 日の道路法施行規則の

一部改正により、規則第 4 条の 4 の 2 に「電線の占用の場所に関する技術的細目」が追加され、道

路事業や市街地開発事業等が実施されている区域において電線を地上に設ける場合、電線を道路の

地下に埋設することが道路の構造その他の事情に照らし技術上困難であると認められる場所に限り、
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公益上やむを得ないと認め、道路占用許可を行うことが規定されました。 

 なお、上記の規則改正に関しては、同日付けで発出された道路局の通達「道路法施行規則第 4 条の

4 の 2の改正に伴う電線の占用の場所に関する技術的細目の取扱いについて」及び同取扱いの運用上

の留意事項に関する事務連絡において、対象事業や、地下埋設が技術上困難であると認められる場所

の解釈等が示されています。 

 また、令和元年9月 30日付け道路局発出の「道路事業に併せた無電柱化を推進するための手引き」

において、掘削等の深さや施工区間延長の具体的な考え方、２年前通知の工事着手の基準日の考え方

等、上記通達の内容について詳細な運用方法が示されたほか、道路管理者と関係事業者の役割分担に

ついて、費用負担の考え方も含めて示されています。 

 さらに、上記手引きを改訂した「道路事業に併せた無電柱化を推進するための手引き Ver.2」が令

和５年３月３日付けで道路局より発出されています。２年前通知の運用状況を踏まえ、2 年前通知の

対象となる事業の明確化するとともに、通知時期を可能な限り前倒し事業化時を基本とし、２年前通

知についても回答期限の設定すること等が、新たに明示されています。 

 「道路事業と併せた電線共同溝整備に関するガイドライン」についても、令和５年３月 3 日に道路

局より発出されています。新たな取り組みとして、道路整備時に電線共同溝の現況需要がない場合で

も、将来需要が見込める場合には道路事業等と電線共同溝との「同時整備（事前埋設）」を行うこと

とし、整備にあたっての必要な考え方が示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）都市局発出の関係通知 

 市街地開発事業における無電柱化について、国土交通省都市局は、先に述べた道路局の通知等の発

出の流れを踏まえ、令和 2 年 3月 19 日に、土地区画整理事業等の市街地整備事業における無電柱化

の運用について整理した「無電柱化の推進に関する法律を踏まえた土地区画整理事業、市街地再開発

事業、防災街区整備事業及び住宅市街地総合整備事業等の運用について（技術的助言）」を、道路局

及び関係事業者と調整してとりまとめ、地方公共団体等に通知しました。 

 さらに、上記通知の補足として、令和５年３月 27日付けで「無電柱化の推進に関する法律を踏ま

えた土地区画整理事業、市街地再開発事業、防災街区整備事業及び住宅市街地総合整備事業等の運用

について（補足）」を都市局より、地方公共団体等に通知しています。 

 基本的な内容は道路局の通知に準じたものとなっていますが、それらに加えて以下のような留意

点についても整理されています。 

 

 

（参考）以下の関係通知は巻末に収録 

 道路法施行規則第４条の４の２の改正に伴う電線の占用の場所に関する技術的細目の取扱

いについて（平成 31 年４月１日） 

 「道路法施行規則第４条の４の２の改正に伴う電線の占用の場所に関する技術的細目の取

扱いについて」の運用上の留意事項について（平成 31 年４月１日） 

 「道路事業に併せた無電柱化を推進する手引き」について（令和元年９月 30 日） 

 「道路事業に併せた無電柱化を推進するための手引き Ver.2」について（令和５年３月３日） 

 「道路事業と併せた電線共同溝に関するガイドライン」について（令和５年３月３日） 
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(ア)  土地区画整理事業等の施行者または施行予定者（以下、「施行者」という。）は、道路

掘削工事着手の基準日の２年前までに関係事業者に通知するが、都市計画決定など可能

な限り早い段階で行うことが望ましい。（２年前通知がなされていない場合でも、可能

な限り無電柱化がなされることが望ましい。） 

(イ)  関係事業者が行う無電柱化工事のうち、土地区画整理事業等の工事と重複する部分に

ついては、施行者が整備することができる。 

(ウ)  無電柱化に要する費用は関係事業者が負担することを基本として調整する。土地区画

整理事業等の工事と重複する部分を施行者が整備及び負担することにより、事業期間の

短縮やコスト削減等の効率化が図られる場合には、施行者が可能な範囲で積極的に負担

することが望ましい。 

(エ)  関係事業者から求めがあり、地方公共団体及び施行者等が必要性を確認できる場合に

は（イ）（ウ）以外の方法について検討する。 

(オ) 「市街地開発事業における無電柱化推進のためのガイドライン」（令和４年５月 10 日

付事務連絡）に関係者間の合意形成における留意点を示しているので参考とすること。 

 

 

・道路占用許可基準が改正されたことから、関係事業者のみならず道路管理者とも適切な連携を 

図ること。 

・都市計画決定など可能な限り早い段階で道路管理者に情報共有すること。 

 

なお、本ガイドラインでは詳述しませんが、同日、「無電柱化の推進に関する法律を踏まえた開発

許可制度の運用について（技術的助言）」も発出されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）新設電柱の抑制に向けた対応方策 

令和３年５月に策定した無電柱化推進計画（国土交通大臣決定、計画期間：令和３～７年度）では、

「新設電柱を増やさない」を取り組み姿勢の１つに掲げています。令和４年４月には、電柱の増加要

因を踏まえた新設電柱の抑制に向けた対応方策を立案しました。（令和４年４月 20日記者発表資料：

https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001555.html） 

今後関係省庁（国土交通省、資源エネルギー庁、総務省）が連携して対応方策を推進し、新設電柱

の抑制に取り組むこととしています。  

（参考）以下の関係通知は巻末に収録 

 無電柱化の推進に関する法律を踏まえた土地区画整理事業、市街地再開発事業、防災街区整備

事業及び住宅市街地総合整備事業等の運用について（技術的助言）（令和２年３月 19 日） 

 無電柱化の推進に関する法律を踏まえた開発許可制度の運用について（技術的助言）（令和２

年３月 19 日） 

 無電柱化の推進に関する法律を踏まえた開発許可制度の運用について（補足）（令和５年３月

27 日） 

 

 

関係事業者との連携に関する留意点 

道路管理者との連携に関する留意点 
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【無電柱化法第 12 条に基づく電柱の設置抑制】 
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【無電柱化法と道路法施行規則改正】 ※下記の内容は各通知等の一部抜粋であり、各通知等の本体は 
参考資料編をご確認ください。 

【無電柱化法を踏まえた土地区画整理事業等の運用について（R2.3.19 市街地整備課長等通知）】 

※補足の事務連絡を R5.3.27 に発出 
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【地下埋設の困難性への該当性 

（R5.3.3 道路事業に併せた無電柱化を推進するための手引き Ver2）】 
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４. 市街地開発事業等における無電柱化の実績と課題 

（１）市街地開発事業等における無電柱化の特徴 

無電柱化の利点は、魅力的な街区の形成による地区全体の価値の向上等であり、駅前や中心市街地

の幹線道路など、都市の顔となるような地区を中心に無電柱化の取組が進められています。 

また、住宅地開発においては、ゆとりある宅地配置、高級建材の使用、太陽光発電や HEMS※１、

防犯機能の強化などによる総合的な高付加価値化の一環として、無電柱化が採用される傾向にあり

ます。 

無電柱化の実績を有する事業者へのヒアリングでは、「宅地内架線を避けようとすると格子状の道

路配置となりやすいが、無電柱化により曲線道路を用いるなど街区設計の自由度が増す」、「街路樹

が伸びやかに育つことや鳥の糞害が減る点などが消費者に訴求できる」といった声もありました。 

 

※１ HEMS：「Home Energy Management System（ホーム エネルギー マネジメント システム）」の略で、家庭で

使うエネルギーを節約するための管理システムです。具体的には、家電や電気設備とつないで、電気

やガスなどの使用量をモニター画面などで「見える化」や、家電機器を「自動制御」等を行います。 

 

（２）市街地開発事業等における無電柱化の実績 

しかしながら、こうした無電柱化の取組は、残念ながら現時点では十分に広がっているとは言い難

い状況です。 

過去の施行地区（事業地区）内の無電柱化の実績を見ますと、市街地再開発事業では施行中地区の

約 9 割で無電柱化の取組が行われていますが、土地区画整理事業では約 2 割に留まっています。ま

た、令和元年度に開発許可を受けて道路を設置した約 5,400 件の開発行為（住宅用途）のうち、開発

許可権者が把握している無電柱化取組件数は 15 件でした。 

一方、市街地開発事業等に伴って建てられた電柱について、各事業による推計の新設道路整備延長

をベースに試算した場合、施行地区内で年間 1万 5 千本程度（うち、土地区画整理事業は 2,600 本程

度）と考えられることから、無電柱化の推進に向けた一層の取組強化が必要となっています。  
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（３）市街地開発事業等における無電柱化の課題 

無電柱化の最大の課題は、費用と時間がかかることであると言われていますが、施行者等からの聞

き取りにもあるように、市街地開発事業等の場合、以下のような特徴的な課題も指摘されています。 

 

 

・ 市街地開発事業等の場合、無電柱化に要する費用（事業期間の長期化にかかる費用も含む）

は地権者や購入者の負担となることから、採算性・市場性についてよりシビアな判断が必要

となる。 

・ しかしながら、メーカーや仕様は関係事業者の指定によらざるを得ず、関係事業者や道路管

理者との協議の結果、低コスト手法の導入が困難となる場合もあり、施行者側でコスト縮減

の工夫ができる余地が少ない。 

・ さらに、市街地開発事業等により整備される道路の大部分を占める生活道路の無電柱化は、

要請者負担方式として全額施行者側が負担することが基本とされてきたこともあり、採算

性・市場性の確保が困難となっている。 

  

 

・ 現在の無電柱化の仕様は、引込の位置や必要な電力量等をもとに設計を進めることが基本と

なっている。 

・ しかしながら、土地区画整理事業においては事業の初期段階では換地計画が定まっておらず、

各敷地の形状や必要電力量等も未確定であり将来需要想定が難しく、関係事業者との協議が

整わない場合がある。 

 

 

・ 地方公共団体の経験値や関係部局の連携度合い等により協議の手間が大きく異なる。 

・ 地方公共団体によっては、管路部や特殊部の移管に応じていただけないところがある。 

 

 

・ 区画道路等は歩道が狭く、地上機器等の配置場所が限られている。 

 

 

上記のような課題が指摘されているものの、関係者の熱意や工夫により無電柱化の実績は次第に

増えつつあり、さらに、施行者側の費用負担の軽減に資する様々な取組も打ち出されています。 

そこで次章では、各課題にかかる最近の動向も含めた無電柱化の留意点について整理します。 

 

  

課題１：無電柱化にかかる費用 

課題２：沿道需要の把握 

課題３：地方公共団体の対応力 

課題４：地上機器等の配置場所の確保 
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【市街地開発事業等における無電柱化の特徴】 
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 ５. 市街地開発事業等における無電柱化の留意点 

（１）無電柱化にかかる費用 

①地区の状況の見極め 

無電柱化の最大の課題は、5.3 億円/km（うち電線共同溝本体が約 3.5 億円/km、地上機器・

電線等が 1.8 億円/km）と言われる整備費用にありますが、この数字は、第２章でも触れたよ

うに、既成市街地における既設電柱の埋設を想定して一定の条件設定のもとで積算されたいわ

ば仮想の数字であり、実際の費用は地区の状況等によって大きく変化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例えば、3.5 億円/km とされる電線共同溝本体費用について、過去に電線共同溝を整備した

21 地区（土地区画整理事業 17 地区、市街地再開発事業 4 地区）の実績を地方公共団体へのア

ンケートでお聞きしたところ、1.0 億円/km～6.6 億円/kmと幅があり、平均は 3.0 億円/kmで

した。従前の土地が低未利用地か既成市街地か、事業後の用途による電力需要の多寡、特殊形

状の設備を要する道路形状の有無等、施行地区の条件によって費用にも相当の開きがあり、高

コストとなる地区がある一方で、比較的安価に整備できる地区もあることが確認できました。 

従って、無電柱化を検討される際に、5.3 億円/km という数字に囚われることなく、より低

コストで施工可能な地区かどうかを検討することが重要です。 

なお、本ガイドラインの第６章ではどのような条件で費用が変化するかのケーススタディを

行っていますので、そちらもご参照ください。 

  

図 電線共同溝方式の一般的な費用の内訳のイメージ図（再掲） 
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②コスト縮減に向けた関係事業者の取組 

コスト縮減の取組は無電柱化推進の大きな柱であり、本計画にも、「道路管理者は関係者と連

携し、計画、設計、工事等の各段階において取組を進め、令和 7 年度までに平均して約２割の

コスト縮減に取り組む」とされています。 

取組によって得られた知見については、国土交通省道路局作成の「低コスト手法の手引き」

や「電線共同溝整備マニュアル」等に反映されることとなっており、地方公共団体のご担当者

においても、道路部局が最新のマニュアル等に沿った対応をされているか等、庁内で適宜情報

を共有いただくことが重要です。 

また、電力事業者の側にも、低コスト手法を主体的に導入する動きが出てきています。 

経済産業省資源エネルギー庁の諮問機関である第 35回電力・ガス基本政策小委員会（令和 3

年 5月 25日開催）の資料 4において、「無電柱化コストの低減に向けた取組」について紹介さ

れているほか、「プッシュ型の提案による低コスト手法導入の加速化」と題し、電気事業者側か

ら低コスト手法をメニュー形式で提案し、コスト低減の加速化と低コスト手法の普及拡大を図

るという方向性が示されています。 

 

 

 

今後の現場においては、こうした動きも念頭に置きながら、関係事業者等との調整を図って

いただくことが重要となります。 

 

③費用負担方式のあり方 

第２章で述べたとおり、電線地中化の事業手法には、「電線共同溝方式」「自治体管路方式」

「要請者負担方式」「単独地中化方式」があり、これらは構造の違いではなく、整備及び費用負

担の主体の違いを指しています。 

・ 電線共同溝方式…電線共同溝法に基づき、道路管理者が電線共同溝を整備し、電線管理者 

 （二者以上）が電線、地上機器を整備する方式。 

・ 自治体管路方式…管路設備を地方公共団体が整備し、残りを電線管理者が整備する方式。 

・ 要請者負担方式…要請者が整備する方式。 

・ 単独地中化方式…電線管理者が整備する方式。 

 

電線共同溝法において、道路管理者は、電線の地中化等が「特に」必要であると認められる

道路を、電線共同溝を整備すべき道路として指定することができることとされています。具体

の整備箇所は、本計画に記載された選定の基本方針に照らして各地方ブロックの「無電柱化協

議会」で決定され、協議会で優先度が低いとされた箇所において無電柱化を実施する場合には、

原則として全額要請者が負担すること（要請者負担方式）とされてきました。 

選定の基本方針において、例えば平成 16 年無電柱化推進計画（第 5 期計画）では、土地区画

整理事業等は関連事業要件として重点的に実施する対象とされていますが、実態として採択さ

れない例はあり、それでも無電柱化をしようと思えば全額を要請者、すなわち施行者側が負担

せざるを得ない状況でした。 

この点について、経済産業省は、前述の第 35回電力・ガス基本政策小委員会において、「市

（参考 URL）第 35 回電力・ガス基本政策小委員会 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/035.html 

 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/035.html
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街地開発事業等で従来の要請者負担方式による無電柱化が行われる場合にあっても、電線共同

溝方式同様に、地上機器や電線等については一般送配電事業者が費用負担する」という方針を

決定しました。 

これに基づき、令和 3 年 12 月に、各一般送配電事業者の託送供給等約款が変更され、今後

は市街地開発事業等において電線共同溝方式によらずに行われる無電柱化に係る地上機器や電

線等の費用は、電線共同溝方式と同様に、一般送配電事業者が負担することとなりました。 

当該変更は、令和 4 年 1月より新たに供給申込み（小売り電気事業者からの供給申込みに先

立つ、設備形成を伴う事前協議申込みを含む。）の申請手続きが行われた案件から開始すること

とされていますので、今後、施行者側の費用負担を検討する際にはご留意ください。 

 

 

 

④支援制度の活用 

市街地開発事業における無電柱化について、それが電線共同溝方式による場合は、道路事業

として国庫補助の対象となり得ます。国土交通省都市局としても、社会資本整備総合交付金の

道路事業や市街地開発事業の各メニューにより支援してきた（p.26 参照）ほか、令和 3年度予

算において「無電柱化推進計画事業」（p.27 参照）の補助対象を組合施行の土地区画整理事業等

に拡充する等の対応を図っています。 

一方、電線共同溝方式によらない無電柱化については、都市再生区画整理事業や、都市構造

再編集中支援事業、都市再生整備計画事業などの要件に合致する地区内では国庫補助の対象と

なり得ます。 

また、上記に加え、国土交通省都市局は、令和４年度予算において、社会資本整備総合交付

金（防災・安全交付金を含む。）に新たな基幹事業「無電柱化まちづくり促進事業」（p.27 参照）

を創設しています。 

本事業は、市街地開発事業等における無電柱化のうち、電線共同溝方式によらずに行われる

無電柱化について、地方公共団体が実施又は助成するものを対象に、国が財政支援を行うもの

です。各地方公共団体において市街地開発事業等における無電柱化の推進方策を検討される際

には積極的にご活用ください。 

なお、国の支援制度は社会情勢に合わせて適時変更が加えられていることから、地方公共団

体の担当者は、常に最新の情報を把握していただくことが重要です。 

 

（２）沿道需要の把握 

建物の再整備自体を事業内容とする市街地再開発事業や新規分譲住宅地開発を除き、市街地

開発事業等の多くは、土地の区画形質の変更及び道路等の整備をその事業内容とし、建物の整

備自体は事業に含んでいません。その場合、事業により整序された宅地の利活用は各地権者に

委ねられ、電力等の供給申込も基本的には市街地開発事業等の施行者（事業者）ではなく、当

該土地や施設の所有者等によって行われることから、地区内の電力需要等の把握は必ずしも容

易ではありません。将来の需要に対応できるバッファーを大きく見込むと無電柱化の費用が増

加することから、地区内権利者の電力需要等の把握は大きな課題の一つです。 

（参考 URL）経済産業省資源エネルギー庁ホームページ 無電柱化について 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/other/pole/ 

 

 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/other/pole/
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このため、道路設計の段階で沿道の画地が定まりきらない市街地開発事業においては、沿道

需要の早期確定に向けた施行者側の取組とともに、設備容量や引込位置等の設計について事業

進捗に応じた柔軟な対応が諮られるよう、関係者間の一層の連携が必要となります。 

なお、引込位置については、電力事業者の側において、住宅設計に合わせて柔軟に引込線を

敷設できる工法を開発中であるなど新たな動きも出ていますので、最新の情報を確認しつつ関

係者間で調整いただくことが重要です。 

（３）地方公共団体の対応力 

道路事業においても、無電柱化の実施にあたり、電気事業者や通信事業者の他、ガスや上下

水道インフラ事業者、交通管理者等、様々な関係者との協議調整が求められますが、市街地開

発事業等の場合、それに加えて道路管理者や市街地開発事業等の事業認可（許可）権者との協

議調整が加わります。 

民間事業者等へのヒアリングでは、「行政担当者の経験値や関係部局間の連携の度合いによ

って協議にかかる手間が大きく異なる」、「道路管理者が管路の移管に応じてくれない自治体が

ある」等の声が上がり、地方公共団体の対応力が大きな課題として挙げられています。 

要請者負担により整備された管路の財産区分について、現時点では定められたものはありま

せんが、組合施行等の場合は事業後に解散してしまうことから、施行者の所有とすることは現

実的ではありません。このため、無電柱化の実績のある地方公共団体においては、道路管理部

局が道路と併せて管理する実例が大勢を占めています（地方公共団体によっては、占用物件と

して管理する場合と、道路附属物として管理する場合があります）。 

このような状況を踏まえ、市街地開発事業のご担当者におかれては、自ら施行する場合のみ

ならず、組合や個人施行の市街地開発事業に対し適切な指導・助言を行うためにも、関係情報

を収集いただくとともに、庁内関係部局との連携体制を構築し、まちづくり施策全体の中で無

電柱化をどのように推進すべきかの認識を共有していただくことが重要です。 

なお、上記の流れとは別な論点ですが、組合施行の土地区画整理事業や市街地再開発事業等

であっても、道路法第 24条に基づき、道路管理者から承認等を受けることで、施行者が電線共

同溝方式による整備を行うことは可能です。この点について、道路管理者や関係事業者に十分

に認知されていないケースが報告されていますので、こうした情報についても関係者間でしっ

かりと共有していただくことが重要です。 
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【地方公共団体アンケート結果（無電柱化費用について）】 

【一般送配電事業者の取組】 
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【託送供給等約款の変更】 

【国の支援制度（土地区画整理事業）】 
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【無電柱化に関する個別補助制度の創設】 

【無電柱化まちづくり促進事業の概要】 

第１回無電柱化推進の 

あり方検討委員会資料 
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6. 無電柱化費用のケーススタディ 

本章では、効率的な無電柱化モデルを作成（以下、ケーススタディという）し、無電柱化費用の比

較を行うことにより、市街地開発事業等における無電柱化の特有の課題を把握し、推進方策及び留意

点を整理することを目的に、以下の検討手順で無電柱費用のケーススタディを実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ケーススタディの目的と留意点 

第５章（１）でも述べているとおり、無電柱化の費用について地方公共団体アンケートにより実態

を確認したところ、一般に 3.5 億円/kmとされる電線共同溝本体の整備費用についても、地区によっ

て 1.0～6.6 億円/km、平均 3.0 億円/kmと幅がありました。こうした金額の差は、従前の土地利用の

状況、地区内の電力需要の多寡等が起因しているものと推測できますが、提供いただいたデータには

詳細な内訳が不明なものもあり、事例から費用の違いの要因を精緻に比較分析することは困難でし

た。 

このため本章では、地中化の費用が高くなる要因、安くなる要因の「見える化」を図ることを目的

として、架空の地区を想定し、費用項目や積算根拠を揃えた上で、複数のパターンを設定して費用の

算出を行いました。 

ここでお示しする金額のうち、電線共同溝本体にかかる部分については、国土交通省の「設計業務

等標準積算基準書」及び「土木工事標準積算基準書」に基づいた仮想の積算であり、以下のような理

由から上振れした数値となっていることにご留意ください。 

・ 次項（2）地区の条件別のケーススタディでは、条件を統一するため、低コスト手法は用いてい

ないこと。 

・ 同じく（2）地区の条件別のケーススタディでは、100m という短い整備延長の片側歩道面整備

で試算しており、面的な地上機器類配置の工夫等による費用の低減は考慮されていないこと。 

・ 実際の金額は、設計・施工上の工夫や入札残差等によって縮減する可能性があること。 

また、無電柱化費用の全体のイメージをお示しするため、電線共同溝本体以外の、地上機器・電線

等についても金額を入れていますが、こちらもあくまでも仮想の数字であり、実際の金額は各関係事

業者にご確認いただく必要があることにもご留意ください。 

（１）ケーススタディの目的と留意点 

≪検討手順≫ 

（２）地区の条件別のケーススタディ 

…沿道の土地利用、従前地の状況を踏まえたモデル 

（３）住宅地整備のケーススタディ 
…新市街地における戸建住宅地の面整備を踏まえたモデル 

（４）コスト縮減の工夫 
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（２）地区の条件別のケーススタディ 

ここでは、沿道の土地利用（３パターン）×従前地の状況（２パターン）の計６パターンについて

試算します。 

【沿道の土地利用：片側歩道面のみ整備】 

① 小規模な雑居ビルが立ち並ぶ「繁華街」 

…４階建て（電気契約容量：低圧 30kW※１）程度の雑居ビル×９棟 

 

 

 

 

 

 

 

② 戸建ての「住宅地」 

…２階建て（電気契約容量：低圧 8kW※１）程度の戸建て住宅×９戸 

 

 

 

 

 

 

 

③ 大区画の「商業地」 

…５階建て相当（電気契約容量：高圧 500kW※１）程度の商業施設×１棟 

 

 

 

 

 

 

 

※１kW（キロワット）：電力の単位。電圧が100V（ボルト）の場合、１kW（キロワット）=10A（アンペア） 

【従前地の状況】 

① 新市街地…従前地が農地等で、既設埋設物が少なく、作業帯の常設が可能 

② 既成市街地…既成市街地の再整備型で、既設埋設物が多く、工事時間の制約あり 

施行条件設定として各地区とも、延長 100m の片側整備とし、配管の標準深さは 0.90m、使

用管材は電線共同溝の標準材料として電力が CCVP 管※２、通信が FA 管※３＋BD 管※４として

います。なお、1km あたりの整備費用を求めるにあたり、直接工事費等は単純に 10 倍してい

ますが、設計費及び間接費については延長を 1kmとして算出しています。 
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※２CCVP 管：耐熱耐衝撃性硬質塩化ビニル管  

 【特徴】従来より使用の管路材で、電力ケーブル 

     の保護管として幅広く多数の実績がある。 

 

 ※３FA 管：フリーアクセス管 

【特徴】配線・引き込みケーブルの多条布設が可能。 

 

※４BD 管：ボディー管 

【特徴】管内のさや管に通信幹線を収納。（写真は終点側） 

 

 

試算の結果は、次頁【表１】のとおりです。 

また、参考資料として本章最終頁に関連設備数を追加した【表７】を掲載しております。 

 

注）【表１】ｋｍ当り整備額の表現は「１章（３）電線共同溝方式の一般的な費用」にリンクさせており、電線共

同溝本体（a）：3.5 億円、地上機器電線等（ｂ）：1.8 億円、総額（a+ｂ）：5.3 億円にそれぞれ相当しており

ます。 

また、以降の記載表もｋｍ当り整備額の表現については、基本的に同じ考え方による整理とします。 
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まず、沿道の土地利用については、各パターンの電力需要に応じ、主に管路、特殊部や地上機器の

費用に差が生じています。これは主に、地区において整備される施設建築物の戸数や用途の違いによ

り、必要となる管路や機器の個数が変わるためです。 

今回想定した３つのパターンのうち、繁華街と住宅地はどちらも 9区画ですが、同じ低圧でも需要

電力の総量に応じて必要な地上機器と特殊部の数が変わるため、需要電力の総量が多い繁華街のほ

うが地上機器や特殊部が多く必要となっています。一方、商業地は大区画で一ヶ所に引込むため、管

路・特殊部・地上機器とも数が抑えられています。 

次に、従前地の状況の違いについては、主に土工や支障移転で差が生じています。土工については、

既成市街地の場合、当日の施工完了の都度仮復旧まで実施のうえ道路開放を行い、併せて公衆への配

慮から個別に交通誘導員を配置する必要があります。また支障移転についても、既設埋設物が存在す

ることから、必ず一定数は発生するという設定によるものです。 

以上のことから、費用全体で見ると、繁華街・既成市街地のケースが約 5.8 億円/km で最も高く、

商業地・新市街地のケースが約 2.9 億円/kmで最も低くなりました。また、電線共同溝本体部分のみ

で見ても、繁華街・既成市街地のケースが約４億円/km で最も高く、商業地・新市街地のケースが約

1.9 億円/km で最も低く同様の結果となっています。 

冒頭で述べたとおり、これらの費用はあくまでも仮想値ですが、地区の条件によって無電柱化費用

に差が生じる要因の一例としてご参照ください。  

【表１】 地区の条件別の1ｋｍあたりの整備費 

新規 既成 新規 既成 新規 既成

管路部 0.67 0.67 0.67 0.67 0.54 0.54
特殊部 0.51 0.51 0.39 0.39 0.36 0.36
その他 1.29 2.84 1.32 2.89 0.96 2.31

小計 2.47 4.02 2.38 3.95 1.86 3.21

1.76 1.76 1.36 1.36 1.05 1.05

4.23 5.78 3.74 5.31 2.91 4.26

地上機器・電線等
   （ｂ）

電線共同溝
本体

（a）

総    額（a+b）

ｋｍあたりの
整備試算額（億円）

管
路
断
面
図

繁華街 住宅地 商業地

平
面
図
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（３）住宅地整備のケーススタディ 

（２）では 100m という短い整備延長で試算しましたが、ここでは、新市街地型の戸建て住宅

地整備を想定し、面的な無電柱化の整備費用について試算します。 

 

【地区の概要】 

・ 整備面積 約２ha 

・ 住宅戸数 92 戸 

・ 道路計画 

外周道路：南東の 2 面に設定。幅員９m。歩道（幅員 3.5m）あり。 

区画道路：主要道路として区画内中央より外周に抜けるルート（図のグレー部分）は 

幅員６m、その他の区画道路は幅員５ｍにて設定。全て歩道なし。 

・ 道路整備延長 964m 

・１区画面積は概ね、165ｍ２（50坪）程度。 

・１戸当たりの電力は 8ｋW（80アンペア）と設定。 

（区画面積をふまえ、電力は通常より増分を見込んでいる） 

 

・ コスト縮減方策   

浅層埋設（既設歩道・区画内道路共に DP※１：0.6ｍ） 

地上に設置する変圧器（トランス）の効果的な面的配置による地上機器・地上機器桝及び

管路条数の低減化 

※１DP：土被り。地表面から地下の構造物の天端までの深さ。 

                

【費用試算モデルケース】 

モデルケース１：全面を無電柱化（整備延長 964ｍ）⇒面的整備 

モデルケース２：外周道路及び中央部主要区画道路の無電柱化（整備延長 519ｍ） 

⇒一部面的整備 

       



 

33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【図１】 モデルケース１：全面を無電柱化（整備延長964ｍ） 

【表２】 全面を無電柱化した場合の1ｋｍあたりの整備費 

無電柱化による 

電力供給 

モデルケース１ 全面を無電柱化 

電線共同溝本体（a） 地上機器・電線等(b) 総　額（a+b）

ｋｍ当り
整備額
（億円）

1.82 1.15 2.97
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【表３】 外周道路及び中央部主要区画道路を無電柱化した場合の1ｋｍあたりの整備費 

【図２】 モデルケース２：外周道路及び中央部主要区画道路の無電柱化（整備延長519ｍ） 

無電柱化による 

電力供給 

架空線による 

電力供給 

モデルケース２ 外周道路及び中央部主要区画道路（グレー部分）を無電柱化 

電線共同溝本体（a） 地上機器・電線等(b) 総　額（a+b）

ｋｍ当り
整備額
（億円）

1.85 1.23 3.08

外周道路

外
周

道
路

160ｍ

1
2

0
ｍ

記号 名称 記号 名称 記号 名称

特殊部Ⅰ型 電力地中線 電柱

地上機器1台 通信地中線 地支線

地上機器2台 架空線 支柱

分岐桝

凡　　　　例
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試算の結果、全面無電柱化したモデルケース１は約 2.97 億円/km、主要部分（外周道路及び中

央部区画道路）のみを無電柱化したモデルケース２は約 3.08 億円/km となりました。また、（２）

の地区の条件別のケーススタディの【表１】において示した中で、住宅地・新市街地のケースが今

回のモデルケースと地区条件（沿道の土地利用及び従前地の状況）が同様と考えることができ、比

較参考として今回モデルケースと同様のコスト縮減方策（浅層埋設）を実施した条件における金額

を試算したところ、以下の【表４】のとおり約 3.53 億円/kmとなりました。（浅層埋設（DP:0.9ｍ

⇒0.6ｍ）の実施により、概ね５％程度の費用削減が見込まれます。） 

 

 

 

 

 比較表として示したものが【表５】となります。モデルケース１と２を比較すると、無電柱化に

係るトータルコストは無電柱化整備範囲が広いモデルケース１の方がかかりますが、kmあたりの

費用として比較すると、地上機器配置及び引込み位置を面的（放射状）にもバランスをとることで

より設備の効率的な配置が可能となり、モデルケース１の方が安価となります。これは、地上機器

を容量・電圧降下量を考慮し、需要場所に対して無駄なく効果的に配置することを配線計画・設計

段階で志向し調整するもので、一般に対象範囲が長く・広くなると調整幅が増えるため効率化が期

待できます。また、比較参考として（２）の住宅地・新市街地型から試算した費用と比較しても、

面的に整備することによるコストメリットがうかがえます。 

 これからの市街地開発においては、同モデルケースのような一定規模の新規住宅による整備も

増加する傾向にあると思われますが、以上の結果を踏まえ、面的な無電柱化についても積極的にご

検討ください。 

なお、参考資料として本章最終頁に関連設備数を追加した【表７】を掲載しています。 

 

  

【表４】 住宅地・新市街地にて浅層埋設を実施した場合の1ｋｍあたりの整備費 

【表５】 モデルケース別の１ｋｍあたりの整備費 

電線共同溝本体（a） 地上機器・電線等(b) 総　額（a+b）

ｋｍ当り
整備額
（億円）

2.17 1.36 3.53

kmあたり kmあたり kmあたり

管路部 0.54 0.60 0.85

特殊部 0.40 0.39 0.22

その他 0.88 0.87 1.11

小 計 1.82 1.85 2.17

1.15 1.23 1.36

総　　額　(a+b) 2.97 3.08 3.53

地上機器・電線等(b)

整備費用（億円）

電線
共同溝

本体

(a)

概要 全ての道路を無電柱化
外周及び主要

区画道路を無電柱化
住宅地モデル（新規）

モデルケース １ モデルケース ２ （参考）地区条件別
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（４）コスト縮減の工夫 

①低コスト手法の導入 

（３）では、主に無電柱化設備の面的な配置によるコスト縮減の可能性について言及しました

が、コスト縮減方策には様々なアプローチが考えられます。 

例えば、同じ住宅地において、DP:0.6ｍ以下の更なる埋設条件見直しによる浅層埋設方式※１を

用いた場合、最大 DP:0.35ｍ（舗装厚に依存）まで見直すことで管路部の土工費が削減され、更

に直工費で５％程度の削減が見込めます。（ただし、民地側にＵ字側溝があるほか、埋設条件によ

り、0.35ｍ付近の極端な浅層埋設は適用できないケースがありますので留意が必要です。） 

 

※１浅層埋設方式：浅層埋設方式は、管路を従来よりも浅い位置に埋設する方式であり、埋設位

置が浅くなることで、掘削土量の削減や、特殊部のコンパクト化、既存埋設

物（上下水道管やガス管等） に影響のない範囲への埋設が可能になること

による支障移設が減少、等の特徴がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このほか、CCVP 管と比較し耐衝撃性を緩和して材料費を安くした ECVP※２管や複数の曲げ加

工が必要な個所での施工性に優れた電力系の角型 FEP※３管等を用いることにより、材料費単体

の費用を抑えると共に管路敷設時の施工性を上げ全体の効率化を図ることで、一層の低コスト化

が期待できます。 

ただし、低コスト手法の導入にあたっては、地区の状況を踏まえつつ、関係事業者や道路管理

者の合意を得ることが必要となります。 
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※2 ECVP 管：低コストタイプ電力ケーブル保護管  

 【特徴】衝撃性能を若干落としたもので、仕様及び 

施工性は従来の CCVP 管と変わらない。 

       

 

※３ 角型 FEP 管：フレキシブル電力ケーブル保護管 

【特徴】曲げ半径を自由に決定できる構造であるため 

施工性が良い。管台がないため、掘削量が少 

なく土工事の縮減が可能。 

メーカーにより仕様が異なるので調整が必要。 

 

 

②引込の工夫 

 戸建て住宅地の無電柱化に伴う管路等埋設工事は、多くの場合、宅地造成と並行し、道路の路床

施工中に他のインフラ設備と合わせ施工されます。一方で電線管理者が実施する電線の入線工事

や、各戸への引込み工事については、各戸の意匠決定後にその状況に合わせた設計施工となること

から、道路工事完了後の入線に伴う再掘削など個別調整も多く全体工程への影響も懸念されます。 

区画内の住宅の詳細な意匠決定前に、宅地桝の位置をあらかじめ設定することで、宅地桝まで

の入線を含む引込み工事の先行実施が可能となります。宅地内の作業を区分でき、そのことで、

上記のような道路工事完了後の再掘削調整が無くせる事から、開発工事全体として大幅な効率化

が見込めます。また、電力用は宅地桝を活用し各戸を接続することにより、特殊部や分岐桝を無

くすことができ、比較的小規模な開発では一定の低コスト化も見込めます。 

なお、宅地桝使用による整備にあたっては、関係事業者と協議し進めていく必要があります。ま

た、民地内に設置する宅地桝は、民地内の引込み管路と同様に維持管理について関係者で整理する

必要があります。 

参考に整備例【図３】のイメージ及び、施工時の写真【写真１】を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【図3】 宅地桝使用による整備例 

記号 名称

電力用宅地桝

通信用宅地桝

特殊部通信
コンパクト型

電力管

通信管

住宅

凡例
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③需要電力等必要条件設定の明確化 

第４章（３）でも一部記載しておりますが、需要電力等の把握は最適な設備形成を構築する意

味合いからも重要です。需要電力等のほか、設計に必要な設定条件については、関係事業者との

協議のうえ早期に明確化することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真１】 宅地桝設置状況 
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【参考資料】  

【表６】地区の条件別の1ｋｍあたりの整備費および設備数 

【表７】 モデルケース別の１ｋｍあたりの整備費および設備数 

新規 既成 新規 既成 新規 既成

管路部 0.67 0.67 0.67 0.67 0.54 0.54
特殊部 0.51 0.51 0.39 0.39 0.36 0.36
その他 1.29 2.84 1.32 2.89 0.96 2.31

小計 2.47 4.02 2.38 3.95 1.86 3.21

1.76 1.76 1.36 1.36 1.05 1.05

4.23 5.78 3.74 5.31 2.91 4.26

地上機器 （基）

特殊部 （箇所）

分岐枡 （箇所）

管路延長 （m）

（m） 100 100 100

地上機器・電線等
   （ｂ）

電線共同溝
本体

（a）

総    額（a+b）

整備延長

ｋｍあたりの
整備試算額（億円）

1 2 0
700 700 500

2 1 1
3 2 2設

備
数

管
路
断
面
図

繁華街 住宅地 商業地

平
面
図
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７. 関係者間の合意形成における留意点 

 

本章では、地方公共団体の担当者が、市街地開発事業の施行者として、或いは組合等に指導・助言

を行う者として、関係者間の合意形成を図るにあたり留意すべき点について、土地区画整理事業を例

として時系列に整理しています。（次頁参照） 

ここでお示しするのは概念的なフローであり、地区の状況によっては各検討項目が前後すること

もあります。なお、具体の設計手法や手続き等については、各種通知及び技術マニュアル等をご参照

ください。 
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ステップ２ 

構想段階 

（まちづくりの発意～ 

      都市計画決定） 

 

 

実施設計 

 

基本設計 

事業フレームの検討 

② 事業計画、定款等の作成（組合設立認可等） 

 

ステップ３ 

計画段階 

（都市計画決定～事業認可等） 

 

① 都市計画の決定（※都市計画事業の場合） 

▶ P43 参照 

関係法令や各種マニュアル等の把握 

関係部局等との共通認識の醸成 

 

ステップ１ 

事前準備段階 

▶ P40 参照 

土地区画整理事業の流れ(組合施行等) 

▶ P42 参照 

現況測量 

まちづくりの発意 

勉強会・協議会等の発足 

構想作成 

ステップ４ 

実施段階 

（事業認可等～仮換地指定） 

 

 

換地設計 詳細設計段階 実施設計 

③ 仮換地の指定（使用収益の停止） 
▶ P45 参照 

ステップ５ 

実施設計・工事段階 

 

④ 建築物等の移転・除却 公共施設等の工事 

 ⑤ 換地計画認可 

換地計画案の作成 

▶ P46 参照 

⑥ 換地処分 換地処分に伴う登記 ステップ６ 

事業完了段階 

 
⑦ 清算金の徴収交付 減価補償金の交付 

▶ P46 参照 

ステップ７ 

管理運営段階 

 

（宅地の分譲） 

▶ P46 参照 

土地区画整理事業の手続 
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（１） ステップ１：事前準備段階 

具体的な事業の実施に先立ち、市街地開発事業における無電柱化の進め方について、関係法令や各

種マニュアル等の内容を把握した上で、庁内の関係部局との間で共通認識を醸成しておくことが重

要です。 

あらかじめ把握しておくべき情報としては、以下のようなものが考えられます。 

・ 無電柱化法・電線共同溝法・道路法施行規則等の関係法令及び関係通知等（第 3 章参照） 

・ 各地方公共団体の道路管理部局が採用している各種技術マニュアル（電線共同溝整備マニュア

ルや低コスト手法の手引き等） 

・ 無電柱化に関し、各地方公共団体が定めた計画等（無電柱化法に基づく無電柱化推進計画等） 

・ 国等の支援制度（第 5章参照） 

・ 関係事業者の取組（第 5章参照） 

・ 相談窓口の所在（各地方整備局の道路管理課が窓口となる「無電柱化ワンストップ相談窓口」

や、市街地開発事業を所管する建政部の担当課等） 等 

 

 

 

市街地開発事業の担当者は、これらの情報を把握した上で、実際に市街地開発事業が行われる際の

無電柱化の進め方について、庁内で統一的な対応が図られるよう、関係部局間で調整を図り、具体の

事業実施に備える必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地方公共団体の区画整理担当者のポイント 

 事業準備段階 
POINT!

! 

特に、あらかじめ以下のような点について区画整理担当者と道路管理者をはじめとした庁内

の関係部局間で確認し、整理しておくことで、具体の事業への適用が効率的に進むことが期待さ

れます。 

・ 道路管理者ではない施行者が電線共同溝方式で無電柱化を行う場合の路線指定や

移管等の手続き 

・ 道路管理者ではない施行者が電線共同溝方式以外（要請者負担方式等）で無電柱化を行

う場合の移管等の手続き及び関係者間の費用負担の考え方 

・ 道路の有効幅員を確保するために地上機器を宅地側に配置する際の道路区域設定の考

え方 

・ 地区内の公園等公共施設用地への地上機器の設置の考え方 

・ 低コスト手法の活用の考え方 

・ 各道路管理者における道路占用許可基準の運用方針（標準断面図等） 等 

 

（参考 URL）無電柱化ワンストップ相談窓口 

https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/soudan.html 
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＜事例＞地上機器の設置 

  地上機器の設置場所の工夫として、公共用地（学校や公園等）に集中配置して、道路の歩道

幅員を確保している事例もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜コラム＞東京都の無電柱化補助制度 

  東京都は、土地区画整理事業における無電柱化を都独自の補助制度を創設し、都市計画道路

のみならず、区画道路を含むすべての地区内道路について、電線共同溝方式による無電柱化を

行う際に施行者が負担する費用について、限度額の範囲内で全額補助することとしています。 

都は、今後新たに計画される土地区画整理事業及び市街地再開発事業で都の補助を受けるも

のについては、原則として地区内すべての無電柱化を義務化することとしています（自治体施

行は令和 3 年度から、民間施行は令和 5 年度から実施）。 

（参考 URL）東京都の無電柱化 

https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/jigyo/road/kanri/gaiyo/chichuka/mudent

yuuka-top.html 

  

公園内への設置例学校内に地上機器を集中配置した例 

（東京都江戸川区） 

公園内に地上機器を設置した例 

（埼玉県川越市） 

https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/jigyo/road/kanri/gaiyo/chichuka/mudentyuuka-top.html
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/jigyo/road/kanri/gaiyo/chichuka/mudentyuuka-top.html
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（２） ステップ２：構想段階（まちづくりの発意～都市計画決定） 

前段で整理した情報をもとに、事業検討地区における無電柱化の方向性について、関係者間で議論

を開始する段階です。 

施行者又は施行予定者（以下「施行者等」という。）は、まちづくりや無電柱化に関する上位計画

等に照らし、当該地区のまちづくりにおける無電柱化の方向性を定め、地区内の関係権利者等の理解

の促進に努めるとともに、実施する際の事業手法や費用負担のあり方等について、関係事業者や道路

管理者との協議調整を開始します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、都市局通知にもあるとおり、施行者等は、整備予定路線等について、関係事業者への通知及

び道路管理者への情報共有を行うこととされており、その時期は、都市計画決定など可能な限り早い

段階が望ましいとされていることにご留意ください。 

 

 

  

地方公共団体の区画整理担当者のポイント 

 構想段階（まちづくりの発意～都市計画決定） 
POINT!

! 

関係事業者や道路管理者との協議調整においては、以下の各範囲（路線）を大枠で想定し、それ

ぞれの進め方について確認を進めます。 

●電線共同溝方式で無電柱化を行う範囲 

・電線共同溝方式で実施する場合、地方公共団体の策定する「無電柱化推進計画」への位置づ

けや、電線共同溝法に基づく道路指定等の手続きについても確認する必要があります。 

●電線共同溝方式以外の方式（要請者負担方式等）で無電柱化を行う範囲 

・関係通知や約款改定を踏まえ、関係事業者との間で方向性を確認する必要があるほか、道路

管理者との間で道路等の引継ぎにあわせた移管等の手続きについても確認する必要があり

ます。 

●無電柱化を行わない範囲 

・道路占用許可制度の運用上の取扱いについて確認しておく必要があります。（「３（２）道路法

施行規則改正と道路局発出の関係通知」参照） 
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（３） ステップ３：計画段階（都市計画決定～事業認可等） 

土地区画整理事業の計画段階では、事業計画の作成に向けて、基本設計や資金計画の検討を行いま

す。無電柱化についても概算額を反映できるよう、関係事業者等と協議調整を進めるとともに、電線

共同溝方式で無電柱化を実施する路線については、電線共同溝法に基づく道路指定の手続きを進め

ます。 

施行者等は、占用を予定する関係事業者に対し、配線計画図の作成を依頼することとなりますが、

土地区画整理事業の場合、計画段階では各敷地の形状や必要電力量等が未確定であることが多く、そ

の場合は無電柱化費用の正確な予測は難しくなります。施行者、関係事業者ともに、そうした土地区

画整理事業の特性を理解した上で、継続的に協議調整を行うことが重要です。 

なお、無電柱化を実施する場合、ガスや上下水道等の他の埋設物の設計が終わった後から導入する

と費用が大きく増加するため、予備設計の段階から、無電柱化も含めた標準断面図等を想定して行う

ことが重要です。その際、地域によっては無電柱化の経験が少なく、協議調整に時間を要することが

想定される場合には、施行者等から各占用予定者に呼び掛けて、関係者間で協議調整できる体制を早

期に構築することが重要です。 
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事業認可等 

無電柱化に関する動き 土地区画整理事業の流れ(組合施行等) 

事業計画素案の作成 

 都市計画の決定（※都市計画事業の場合） 

無電柱化構造方式の決定 

無電柱化路線・区間選定 

無電柱化構造方式・費用検討 

事業フレーム検討 

 

地方公共団体の区画整理担当者のポイント 

 計画段階（都市計画決定～事業認可） 

地方公共団体による積極的な情報提供 

・計画段階に関係者間の調整にあたり、地方公共団体の区画整理担当者が積極的に情報提供

を行い、相互理解の促進を図ることが有効です。 

 

土地利用計画と配線計画との一体的な検討促進 

・土地利用・道路計画の検討と合わせて、将来の沿道需要家予測や配線計画のイメージについ

て、類似地区などを参考に関係事業者との共有化を図りながら、現実とかけ離れないレベル

での検討推進を促すことが需要です。 

・予備設計を行う前には、占用予定者を含めた道路占用事業者（ガス事業者、上下水道事業者

等を含む）を招集し、無電柱化事業の理解を求めることが必要です。 

・施行者が関係事業者等と早期に協議・調整を図ることができるよう、区画整理担当者から関

係事業者等に積極的に呼び掛け、協議調整できる体制を早期に構築できるよう支援するこ

とが重要です。 

 

無電柱化路線や区間選定 

・無電柱化路線や区間選定、無電柱化構造方式の選定においては、事業計画への影響を鑑み

ながら、低コスト化の検討（第６章参照）や補助制度の活用等も促すことが必要です。（例：土

地利用計画と配線計画との一体的検討など） 

 

無電柱化の構造方式の検討 

・ 無電柱化構造方式は、事業フレームの検討前に決定する必要があります。適用可能な方式の

うち、経済比較を実施して最適な構造形式を選定した上で、施行者に対して予備設計・整備

費用算出を行うよう促すことが必要です。 

・なお、費用負担や維持管理に関する役割分担は、施行者が道路管理者・関係事業者等と早期

に協議・調整を図るよう促すことが必要です。 

POINT!
! 

POINT 1・2・3 

POINT 4 
3 

POINT 1 

POINT 4 
 
 

POINT2
2 

事業計画案の修正 

基本設計 

 

各関係事業者との調整 

POINT 3 
 

予備設計 

＜土地区画整理事業の流れと無電柱化に関する動き＞（都市計画決定～事業認可） 
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（４） ステップ４：実施段階（事業認可等～仮換地指定） 

土地区画整理事業の実施段階では、仮換地指定に向けて、換地計画の作成作業を進めていくことに

なります。この段階では、道路埋設物の配置や断面についても基本設計をもとに実施設計を進め、工

事着手に向けて最終調整を行います。 

無電柱化の具体的な施工方法については、土質、構造物の規模、既設埋設物、交通状況等を考慮し

て選定します。 

なお、電線共同溝方式で無電柱化を実施する路線については、電線共同溝法第 5 条第 2 項に基づ

く整備計画案（以下「整備計画（案）」という。）の作成や建設負担金の算出を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

電線共同溝指定に向けた働きかけ 

・電線共同溝を整備すべき道路として指定するにあたっては、無電柱化推進計画への追加依頼

に間に合わない場合は、道路管理者と事前協議を行うとともに、所管の警察や公安委員など

への意見照会実施を促すことが必要です。 

 

地上機器設置協議と仮換地の個別説明に向けた土地評価基準の確認等 

・換地設計案の作成にあたっては、無電柱化の実施による、従後の土地評価上の影響を調整し

ながら進めることが必要です。無電柱化の実施や地上機器の配置が整理後の宅地（換地）へ与

える土地評価上の影響については土地評価基準に定め、個別説明において理解を得るよう、

促すことが必要です。 

地方公共団体の区画整理担当者のポイント 

 実施段階（事業認可～仮換地指定） 
POINT!

! 

土地区画整理事業の流れ(組合施行等) 無電柱化に関する動き 

 事業認可等 

仮換地の指定 

電線共同溝道路指定協議 

（整備計画（案）事前協議） 

換地計画作成 

地上機器の設置予定選定 

道路計画修正 

電線共同溝指定 

換地計画修正 

地上機器の設置場所協議 

個別説明 

POINT 1 

POINT 2 

POINT 1 

POINT 2 

実施設計 

＜土地区画整理事業の流れと無電柱化に関する動き＞（事業認可～仮換地指定） 
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（５） ステップ５：実施設計・工事段階 

 道路の実施設計では、電線共同溝方式の場合、管路条数や特殊部構造配置、連系管立上げ等をあわ

せて設計するとともに、占用企業者との調整会議を定期的に開催し、工事着手前の協議や協議着手後

の手順を確認します。 

電線共同溝方式で無電柱化を実施する路線については、工事完了後、速やかに移管手続きが行える

よう、工事と並行して整備計画の決定、建設負担金の徴収等の事務、引継ぎ図書作成などを進めます。

また、電線共同溝方式以外の方式で無電柱化を実施する路線についても同様の整理を進めます。  

（６） ステップ６：事業完了段階 

 事業完了段階では、工事完了後の管路等の引継ぎを速やかに行うことが必要です。 

 特に組合事業においては、道路の維持管理が事業運営の負担になることもあるため、土地区画整理

法（昭和 29 年法律第 119 号）第 106 条第 2 項に基づき、工事が完了した場合においては、速やかに

管路等を含めて引継ぎすることが望ましく、将来管理者と事前の調整が必要となることにご留意く

ださい。 

 

（７） ステップ７：管理運営段階 

 管理運営段階では道路管理者や関係事業者等、それぞれの役割のもと、維持・修繕等を行います。 
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８. 事例地区の紹介 

 

本章では、土地区画整理事業において無電柱化を実施した事例を紹介します。 

土地区画整理事業の区域内で無電柱化を実施する場合、無電柱化に要する費用が事業採算性に影

響を与える可能性があるため、事業に支障をきたさないよう費用負担を軽減するため、「第 5章（１）

④支援制度」で示している各種補助事業を活用することや、低コスト手法を導入することが有効です。 

また、土地区画整理事業では区域内にアクセスするための区画道路が多く整備されますが、区画道

路は道路幅員が比較的狭いことが多いため、地上機器の置き場の確保等、関連機器の配置が課題とな

ります。例えば、地上機器を道路（主に歩道）上に設置するスペースがない場合は、工夫により地上

機器の置き場を確保しなければなりません。 

 本章では、上記事項に対応した事例として以下の地区を紹介します。市街地開発事業にて無電柱化

を検討されるにあたり参照としてください。 

 

【事例掲載地区の特徴】  

事例地区名 施行者 特徴 

守谷市松並土地区画整理事業 

（茨城県守谷市） 

守谷市松並土地

区画整理組合 

・地区内の都市計画道路および区画道路のほ

ぼ全ての路線で無電柱化を実施。 

・区画道路は安全で快適な道路空間を実現す

るために道路内に確保したスペースに地上

機器を設置 

瑞江駅西部土地区画整理事業 

（東京都江戸川区） 

東京都 ・公共用地（公園・学校）に地上機器を集約

配置 

・工程、費用負担および維持管理について関

係者間で柔軟に協議・調整を実施し、区画

道路を含めた広範囲の無電柱化を実現 

稲城南山東部土地区画整理事業 

（東京都稲城市） 

南山東部土地区

画整理組合 

・事業計画認可時点では都市計画道路のみの

無電柱化を見込んでいたが、低コスト手法

の導入や地上機器置場の配置を工夫を行

い、区画道路も含めた無電柱化を実現 

城野駅北土地区画整理事業 

（福岡県北九州市） 

都市再生機構 ・市の先進的なまちづくりの一環として、都

市計画道路および街区外周の区画道路での

無電柱化を実施。 

・国費の活用により施行者の費用負担を削減

し、ガスや上下水道との同時施工を実現。 
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守谷市松並土地区画整理事業 
（茨城県守谷市） 

施行者：守谷市松並土地  

区画整理組合 

事業完了：平成 29 年 

無電柱化整備の概要 

地区内の都市計画道路および区画道路のほぼ全てで無電柱化を実施。区画道路

は安全で快適な道路空間を実現するために道路内に確保したスペースに地上機

器を設置し、守谷市が要請者負担方式で費用負担し全面的に無電柱化を実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無電柱化について 位置図 

■無電柱化の概要 

守谷市では市街地開発事業においてなるべ

く無電柱化を実施していく方針としており、地

区内中央に位置する松並木の保全や、良好な景

観の維持及び安全上の視点から、地区内ほぼ全

ての路線で無電柱化を実施。 

 

■無電柱化の対象路線 

・都市計画道路 

（幅員 10～16ｍ、14ｍ、16ｍ、22～26ｍ） 

・区画道路（幅員 5～10ｍ） 

・特殊道路（幅員 6ｍ） 

 

■無電柱化費用（地上機器・電線等は除く） 

 都市計画道路：約 278 百万円/km 

区画道路  ：約 182 百万円/km 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※地上機器について配置箇所を強調するため、実際の寸法よりも大きく記載しております 

※ 
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守谷市松並土地区画整理事業 
（茨城県守谷市） 

施行者：守谷市松並土地

区画整理組合 

事業完了：平成 29 年 

無電柱化整備の経緯 

■無電柱化に取り組んだ背景・経緯 

地区面積 41.8ha、計画人口約 5,000 人（計画戸数約 800 戸）の守谷市松並土地区画整

理事業において、災害に強く美しい街並みを創出することを目的とし、その一環として無

電柱化を実施。併せて、低炭素街づくりのモデル地区として全戸に太陽光発電システムが

導入可能な基盤を整備する等、エネルギー・環境問題への対策を進めた。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無電柱化整備のスケジュール 

■事前協議（平成21年～平成22年） 

・区画整理事業の都市計画決定前から組合準備会組織が関係事業者と無電柱化に関する調

整を実施し、対象路線や実施スキームについて検討。 

 

■無電柱化に係る設計・工事（平成24年～平成28年） 

・地区内全ての道路を対象としたが、街区毎に関係事業者と協議しながら設計および施工を

実施。都市計画道路や土地利用が確定していた街区内の区画道路から先行して実施。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画道路における無電柱化 都市計画道路における無電柱化 区画道路における無電柱化 

年度 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

土地区画整理事業

無電柱化に関する

関係機関協議

無電柱化設計

無電柱化工事 無電柱化工事
（南側）

換地設計

基本設計・詳細設計

無電柱化工事

設計協議

整地工事

事前協議

決定
都市計画

事業計画
認可

実施設計等
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守谷市松並土地区画整理事業 
（茨城県守谷市） 

施行者：守谷市松並土地

区画整理組合 

事業完了：平成 29 年 

無電柱化整備のポイント 

■ 費用・施工分担に係る役割分担 

・区画道路は要請者負担方式で実施。当初組合に費用負担をしてもらうよう調整したが、

面的に一体的に無電柱化することで、守谷市の良好な居住環境を全国的に PR できる

ため、組合ではなく守谷市が負担。守谷市は国の社会資本整備総合交付金（都市再生

整備計画事業※）を活用した。なお、施工は組合が区画道路の整備と併せて実施した。 

・都市計画道路の無電柱化も守谷市で全額費用負担し、国の社会資本整備総合交付金（道

路事業）を活用した。なお、施工は組合が道路整備と併せて実施した。 

 

 

 

 

■面的な設備配置における工夫点 

・区画道路に確保されたスペースに、樹

木・植栽と併せて地上機器を設置し

た。また、市の管理する公園用地内に

も地上機器を設置した。 

 

 
（基本情報） 

 

※都市再生整備計画事業（参照：https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001359521.pdf） 

市町村等が行う地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるまちづくりを総合的に支援し、全国の都市の再生を

効率的に推進することにより、地域住民の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図ることを目的とする事業。無電柱化は、

電線共同溝方式（基幹事業：道路）および要請者負担方式（基幹事業：高質空間形成施設）ともに支援対象。 

道路用地内の緑地に 

設置した地上機器 
公園用地内に設置した 

地上機器 

 都市計画道路 区画道路 

施  工 
電線共同溝を施行者（組合）、地上機器・電線等を電線

管理者が施工 

施行者（組合）が道路整備と併せて施工 

地上機器・電線等は電線管理者が施工。 

費用負担 
電線共同溝方式に基づき費用負担（市、電線管理者等）

（社会資本整備総合交付金（道路事業）を活用） 

守谷市が要請者として費用負担 

（社会資本整備総合交付金（都市再生整備計

画事業）を活用） 

維持管理 

電線共同溝本体は道路管理者（守谷市）に移管され維持

管理 

地上機器・電線等は電線管理者が維持管理 

管路および特殊部は守谷市が維持管理。 

地上機器・電線等は電線管理者が維持管理 

 

https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001359521.pdf
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守谷市松並土地区画整理事業 
（茨城県守谷市） 

施行者：守谷市松並土地

区画整理組合 

事業完了：平成 29 年 

土地区画整理事業の概要 

■面整備の事業概要 

 事業名：取手都市計画事業 

       守谷市松並土地区画整理事業 

 所在地：茨城県守谷市 

 施行者：守谷市松並土地区画整理組合 

 面積：約 41.8ｈａ 

 総事業費：約 148.9 億円 

 平均減歩：49.45% 

 計画人口：5,000 人（約 800 戸） 
 

■事業経緯 

平成 22 年２月：都市計画決定 

平成 23 年６月：事業計画認可 

平成 24 年４月：工事着手 

平成 28 年９月：工事完了 

■整備概要 

守谷駅を中心とする都市中心拠点に隣接する地区にふさわしい質の高い複合市街地の形

成を目指すことを目的に工場跡地の敷地を中心した区域で組合施行による整備を実施。 

自然環境と調和した先導的なまちづくりの整備を目標に、松並木の保全と良好な景観の

維持を主眼に置いたまちづくりを実施した。 
 

 

整備前                       整備後 
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瑞江駅西部土地区画整理事業 
（東京都江戸川区） 

施行者：東京都 

事業完了：令和２年 

無電柱化整備の概要 

公共用地 （公園 ・学校）に地上機器を集約配置することや、工程、費用負担

および維持管理について関係者間で柔軟に協議・調整を行うことで、地区内の

区画道路を含めた広範囲の無電柱化を実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無電柱化について 位置図 

■無電柱化の概要 

本地区の電線類地中化の整備は、都市計画道

路等の幹線道路全線約 2.6ｋｍに加え、防災機

能の強化という点から、通学路及び避難路とな

る小中学及び公園周辺の区画道路約 2.7ｋｍに

おいて実施。 

 

■無電柱化対象路線・無電柱化推進計画の位置づけ 

・都市計画道路(幅員14m～16ｍ)  

区画道路の一部（幅員6ｍ、9ｍ） 

・上記の路線について東京都無電柱化推進計画

に位置づけ 

 

■無電柱化費用（地上機器・電線等は除く） 

 北側 約350千円/km（整地工事に併せ実施） 

 南側 約750千円/km（仮換地引渡し後に実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北側 

南側 

※地上機器について配置箇所を強調するため、実際の寸法よりも大きく記載しております 



 

55 

 

瑞江駅西部土地区画整理事業 
（東京都江戸川区） 

施行者：東京都 

事業完了：令和２年 

無電柱化整備の経緯 

■無電柱化に取り組んだ背景・経緯 

当初、東京都では都市計画道路の無電柱化を進めていたが、瑞江西部地区においては地

域の安全性・防災性の向上を目的に、都市計画道路だけではなく区画道路も含めて無電柱

化整備を実施することとなった。 
 

 

   

 

 

 

 

                                  

   

 

無電柱化整備のスケジュール 

■事前協議（平成18年～平成21年） 

・施行者（東京都）と道路管理者（江戸川区）を中心に、区画道路を含めた面的な無電

柱化の実施スキームについて協議。 

・無電柱化を行う区画道路の対象路線を確定後、費用負担に関する協定締結や維持管理

等について、施行者（東京都）と道路管理者（江戸川区）で協議・調整。 

 

■無電柱化に係る設計・工事（平成22年～平成28年） 

・区画道路も無電柱化を実施するにあたり、スケジュール通りに進まない部分もあったが、

適宜スケジュールの見直しを図り工事期間を短縮した。また、施行区域の北側は整地工

事と併せて実施することで全体の工期およびコストを縮減した。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

幹線道路における無電柱化 区画道路における無電柱化 区画道路における無電柱化 

学校敷地への地上機器の集約配置 
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瑞江駅西部土地区画整理事業 
（東京都江戸川区） 

施行者：東京都 

事業完了：令和２年 

無電柱化整備のポイント 

■面的な設備配置について 

・区画道路は通学路及び避難路となるため、なるべく広く歩

行空間を確保したい意向があった。 

・施行者（東京都）と江戸川区による当地区の面的地中化に

関する検討会において、公共用地である公園・学校敷地へ

の配置案が出され、各公共施設管理者から理解が得られた

ため、公共用地に集約配置することで道路の歩行空間を確

保しつつ無電柱化を実施。 

■ 費用負担について 

【国費の活用】 

・都市計画道路の無電柱化について、国

の社会資本整備総合交付金（道路事

業）を活用した。 

・区画道路の無電柱化について、国の社

会資本整備総合交付金（住宅市街地総

合整備事業）を活用した。 

 

【費用負担に関する協定書の締結】 

・施行者（東京都）と江戸川区で費用負担

協定を結び、江戸川区も無電柱化整備費

用の一部を負担。 

 ※区画道路の電線共同溝部分について、国費

及び建設負担金を除いた額を施行者（東京

都）と江戸川区が折半。 

■ 維持管理について 

【電線共同溝の指定】 

・計画段階から区画道路の無電柱化も電線

共同溝方式で実施することを確認し、無

電柱化実施路線は全て電線共同溝指定を

受けている。この整備方針に則り、維持

管理は道路管理者（江戸川区）が行うこ

ととした。 

 

【公園・学校における占用料】 

・地上機器の配置により公園・学校に対し

発生する占用料は、各公共施設管理者

（江戸川区）と電線管理者で協議のうえ

道路と同等程度の占用料とした。 

（施行者（東京都）で協議調整を実施。） 

（基本情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公園への地上機器の集約配置 

利用者に影響がないよう設置を工夫 

 都市計画道路 区画道路 

施  工 
電線共同溝本体は施行者（東京都）にて施工。 

地上機器・電線等は電線管理者にて施工。 
同左 

費用負担 

電線共同溝方式に基づき費用負担。電線共同溝については

施行者（東京都）と江戸川区が協定に基づき費用分担。 

社会資本整備総合交付金（道路事業）を活用し、国が一部

費用を支援。 

同左 

社会資本整備総合交付金（住宅

市街地総合整備事業）を活用

し、国が一部費用を支援。 

維持管理 

電線共同溝は道路管理者（江戸川区）に移管・維持管理さ

れている。 

地上機器・電線類は電線管理者にて維持管理。 

同左 
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瑞江駅西部土地区画整理事業 
（東京都江戸川区） 

施行者：東京都 

事業完了：令和 2 年 

土地区画整理事業の概要 

■面整備の事業概要 

 事業名：瑞江駅西部 

土地区画整理事業 

 所在地：東京都江戸川区 

 施行者：東京都 

 面積：約30.4ha 

 総事業費：約463億円 

 平均減歩：19.09% 

 計画人口：4,900人 

■事業経緯 

昭和44年５月：都市計画決定 

(土地区画整理事業すべき区域) 

平成６年７月 ：事業計画認可 

平成15年12月：工事着手 

平成24年３月：事業計画変更 

（無電柱化に係る事業を追加） 

平成26年５月：工事概成 

令和２年２月：換地処分公告 

 

■整備概要 

都営新宿線の瑞江駅開業に合わせた周辺整備として実施。 

  交通の円滑な処理、安全で快適な歩行者空間及び避難路の確保を図るとともに、土地

の有効利用を進め災害に強い住み良いまちづくりを行うことを目的とした。 

従前は住宅がメインの既成市街地（一部、店舗・倉庫・工場等も立地）だったが、従

後は瑞江駅周辺には商業・文化機能を整備した。 
 

整備前                          整備後 
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稲城南山東部土地区画整理事業 
（東京都稲城市） 

施行者：南山東部土地区画整理組合 

施行中（令和 6 年度末完了予定） 

無電柱化整備の概要 

当初の事業計画認可時点では都市計画道路のみの無電柱化を見込んでいた

が、低コスト手法の導入や地上機器置き場の配置を工夫することで、区画道路

も含めた無電柱化を実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無電柱化について 位置図 

■無電柱化の概要 

 計画当初は都市計画道路のみ無電柱化の実

施を予定していたが、補助事業の活用を契機

に区画道路も対象とし、地区内全域で無電柱

化を推進。 

 

■無電柱化対象路線・無電柱化推進計画の位置づけ 

・都市計画道路（幅員8.5～18m） 

区画道路（幅員6～8m） 

・都市計画道路は第６次稲城市無電柱化推

進計画、区画道路は第７次稲城市無電柱

化推進計画に位置づけ。 

 

■無電柱化費用（地上機器・電線等は除く） 

  都市計画道路：約170百万円/km 

  区画道路    ：約120百万円/kｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地上機器について配置箇所を強調するため、実際の寸法よりも大きく記載しております 
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稲城南山東部土地区画整理事業 
（東京都稲城市） 

施行者：南山東部土地区画整理組合 

施行中（令和 6 年度末完了予定） 

無電柱化整備の経緯 

■無電柱化に取り組んだ背景・経緯 

地区内の幹線道路（都市計画道路）については、土地区画整理事業の当初の事業計画認可

時において電線共同溝方式による実施が合意されていた。 

その後、無電柱化の推進に関する法律の施行や、東京都の補助制度において区画道路の

無電柱化が補助対象となったことをきっかけに区画道路でも無電柱化の実施を検討し、無

電柱化の路線対象とした。 

 

 

 

 

  無電柱化整備のスケジュール 

■事前協議 

・都市計画道路は、当初事業計画より無電柱化を実施する方向で各関係者と協議・調整。 

・区画道路は、低コスト手法の活用や道路区域外への地上機器置き場の確保等について 

各関係者と調整。 

■無電柱化に係る設計・工事 

・区画整理の施工と併せる形で工程の調整を行い、工区毎に詳細協議～設計・工事までを 

３～４年のサイクルで実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

幹線道路における無電柱化 区画道路における無電柱化 区画道路における無電柱化 
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稲城南山東部土地区画整理事業 
（東京都稲城市） 

施行者：南山東部土地区画整理組合 

施行中（令和 6 年度末完了予定） 

無電柱化整備のポイント 

 ■面的な設備配置について 

・区画道路については、道路幅が狭く道路区域内に地上機器

の配置場所を確保することが困難なため、歩行者専用道や

公園・緑地といった公共用地に設置することを検討し、各

将来施設管理者（稲城市）と協議のうえ設置した。 

 

■低コスト手法の導入について 

・角型FEP管、浅層埋設、４区画に供給可能な分岐桝

を導入し、無電柱化に係るコスト低減を図った。 

・「角型FEP管」については、区画道路では水道やガ

スといった他の管路と輻輳し、柔軟な迂回が可能

なフレキシブルな管材が有効だったため、電線管

理者・道路管理者（稲城市）との協議を踏まえ採用。 

・「浅層埋設」については、他のインフラ管路位置と

の関係もあり、電線管理者及び道路管理者と協議し

実現を図った。 

・「４区画に供給可能な分岐枡」の設置は、コスト削

減の観点から施行者（組合）から電線管理者に提

案。戸建て中心の宅地への供給において、通常は宅

地毎に分岐枡が必要となるが、試験的施工という

位置づけで電線管理者の了解を得た。 

 

（基本情報） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

角形FEP管の導入 

・優れた可とう性を有

しているため、曲げ

半径を自由に決定で

き施工性が良い。 

また、管枕が不要で

直接段積が可能で、

掘削量を削減するこ

と可能である。 

歩行者専用道への地上機器の設置 

4区画に供給可能な 

分岐桝の導入 

・道路内に４区画へ供

給可能な分岐桝を設

置することで、通常

各戸建毎に分岐桝を

設置する場合よりも

設置コストが約1/4

削減できる。 

 都市計画道路 区画道路 

施  工 
電線共同溝本体は施行者（組合）、地上機器・

電線等は電線管理者にて施工。 
同左 

費用負担 

電線共同溝方式に基づき、施行者（組合）、電

線管理者が費用分担。 

東京都が無電柱化費用を支援 

同左 

東京都が無電柱化費用を支援。 

維持管理 

（予定） 

電線共同溝は道路管理者（稲城市）に移管・維

持管理。 
同左 
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稲城南山東部土地区画整理事業 
（東京都稲城市） 

施行者：南山東部土地区画整理組合 

施行中（令和 6 年度末完了予定） 

土地区画整理事業の概要 

■面整備の事業概要 

 事業名：多摩都市計画事業 

      稲城南山東部土地区画整理事業 

 所在地：東京都稲城市 

 施行者：南山東部土地区画整理組合 

 面積：約87ha 

 総事業費：約576億円 

 平均減歩：約67% 

 計画人口：7,500人（約2,500戸） 

 

■事業経緯 

平成18年４月：事業計画認可 

平成18年 4月：工事着手 

平成30年12月：事業計画変更認可 

（無電柱化に係る事業を追加） 

令和３年12月：都市計画決定 

令和７年 3月：工事完了（予定） 

■整備概要 

 京王相模原線の稲城駅と京王よみうりランド駅のほぼ中間にあり稲城市の南東部に位置するが、

標高差約６０ｍ前後の危険な崖地や、崖地の東側に急峻な斜面地がある。 

 土地区画整理事業により、これらの危険箇所及び都市軸となる幹線道路の整備改善を行い、地

区周辺市街地との連続性を確保し住民生活の安全性の向上を図るとともに、緑豊かな市街地を創

出する。 

 

整備前                   整備後 
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城野駅北土地区画整理事業 
（福岡県北九州市） 

施行者：都市再生機構 

事業完了：平成 28 年度 

無電柱化整備の概要 

北九州市環境未来都市リーディングプロジェクトにおける先進的なまちづ

くりの一環として、都市計画道路および街区外周の区画道路での無電柱化を実

施。国費の活用により施行者の費用負担を削減し、併せて新市街地におけるガ

スや上下水道との同時施工を実現。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無電柱化について 位置図 

■無電柱化の概要 

 地区の骨格となる幹線道路に加え、区画道路

も歩道幅員 2.5m 以上の路線を対象に無電柱化

を実施。また、区画整理で整備した街区内の二

次開発においても、一部無電柱化を実施。 

 

■無電柱化対象路線・無電柱化推進計画の位置づけ 

・都市計画道路（幅員8m、12ｍ） 

区画道路の一部（幅員4～15ｍ） 

 ・北九州市無電柱化推進計画（H21～H25） 

※土地区画整理事業内での実施路線のみ 

 

■無電柱化費用（地上機器・電線等は除く） 

 約285百万円/ｋｍ 

※土地区画整理事業内での実施路線のみ 
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城野駅北土地区画整理事業 
（福岡県北九州市） 

施行者：都市再生機構 

事業完了：平成 28 年度 

無電柱化整備の経緯 

■無電柱化に取り組んだ背景・経緯 

当該地区が北九州市の上位計画で環境未来都市北九州市リーディングプロジェクトとし

て位置づけられ、再生可能エネルギーの利用等の先進的な取組みを実施することなり、そ

の一環として無電柱化も実施する方針となった。 

土地区画整理事業としては、北九州市の無電柱化に係る方針に基づき、まちの主要動線

となる幹線道路および区画道路にて修景・防災の観点から無電柱化を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無電柱化整備のスケジュール 

■事前協議（平成23年～平成25年） 

・土地区画整理事業の都市計画決定や事業計画認可の段階から、関係者間で対象路線の選

定や費用負担に関する事前協議を開始。 

 

■無電柱化に係る設計・工事（平成26年～平成28年） 

・各街区の従後土地利用について詳細が未定な中、大まかな用途や整備方針に基づき電線管

理者と調整し、電力及び通信需要や配線計画を定め無電柱化に関する設計を進めた。 

・ガスや上下水道といった他のインフラ整備と同時施工を実施するべく、施行者（UR）を中

心に各関係事業者との施工調整会議を月１回程度実施し、工法やスケジュールを調整。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※土地区画整理事業内での実施路線のみ 

幹線道路における無電柱化 区画道路における無電柱化 区画道路における無電柱化（二次開発にて） 
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城野駅北土地区画整理事業 
（福岡県北九州市） 

施行者：都市再生機構 

事業完了：平成 28 年度 

無電柱化整備のポイント 

■費用・施工分担に係る役割分担 

【同時施工に関する調整】 

 ・ガス、上下水道との同時施工について、施行者（UR）を中心に施工調整会議にて各

関係事業者と調整を図り、掘削工事をなるべく1回で実施できるようにする等工法を

調整し、コスト・スケジュールを縮減。 

【国費の活用】 

・国の社会資本整備総合交付金（都市再生区画整理事業※）を活用し、広範囲での無電

柱化を実現。 

 

■面的な設備配置における工夫点 

【二次開発事業者との連携】 

・区画整理で整備した各街区内の無電柱化について二次開発

の各事業者に対し要請し、一部の街区で開発事業者（ハウス

メーカー19社からなる共同事業体）負担により実施。 

・その他の街区ではコスト等を理由に断念したが、一部の街区

ではなるべく建柱本数を減らせるよう電柱の配置調整を行

った。 

（基本情報） 

 
土地区画整理事業 二次開発 

都市計画道路 区画道路 区画道路 

施  工 
電線共同溝本体は施行者（UR）、地上機器・電

線等は電線管理者が施工。 

同左 

歩道幅員２.5m以上の路線を

対象 

二次開発事業者にて施工 

費用負担 

電線共同溝方式に基づき費用負担。 

都市再生区画整理事業を活用し、国および北九

州市が支援。 

同左 
要請者負担方式で二次開

発事業者が全額費用負担 

維持管理 

電線共同溝は道路管理者（北九州市）に移管・

維持管理されている。 

地上機器・電線類は電線管理者にて維持管理。 

同左 

管路等の維持管理は市・

住民管理組合・事業者で

管理に関する協定書を締

結し組合にて維持管理 
 

※都市再生区画整理事業（参照：https://www.kkr.mlit.go.jp/kensei/town/shigaichi/toshisaiseikukakuserijigyou.html） 

防災上危険な密集市街地及び空洞化が進行する中心市街地等都市基盤が脆弱で整備の必要な既成市街地の再生等を推進するための土

地区画整理事業に対する支援事業。無電柱化について、電線共同溝方式および要請者負担方式ともに支援対象。 

参考：開発事業における無電柱化については、令和４年度に創設した「無電柱

化まちづくり促進事業」（p.27 参照）の支援対象となる可能性がある。 
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城野駅北土地区画整理事業 
（福岡県北九州市） 

施行者：都市再生機構 

事業完了：平成 28 年度 

土地区画整理事業の概要 

■面整備の事業概要 

 事業名：北九州都市計画事業 

             城野駅北土地区画整理事業 

 所在地：福岡県北九州市 

 施行者：独立行政法人都市再生機構 

 面積：約18.9ha 

 総事業費：約53億円 

 平均減歩：37.3% 

 計画人口：2,300人（約1,000戸） 

 

■事業経緯 

平成23年９月 ：都市計画決定 

平成24年５月 ：事業計画認可 

平成25年７月 ：工事着工 

平成28年12月：工事完了、換地処分公告 

 

整備概要 

 陸上自衛隊城野分屯跡地において、北九州環境未来都市リーディングプロジェクトとし

て再生可能エネルギーの利用やタウンマネジメントによる持続可能なまちづくりを行うこ

とを目的に実施。 

 多世代への住環境整備として住宅のほか医療・福祉・生活利便サービス施設等が整備さ

れている。 
 

整備前                        整備後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（都市計画決定対象） 

（都市計画決定対象） 


